
◆事務事業の見直しについて
（部局名）　商工労働部　　　

〔一般会計〕 （単位：千円）

一般財源 一般財源A 一般財源Ｂ

1 部局
中小企業経営推
進費 ア 239 0 239 0 239 0 0 0 0

継続（受託事業）

2 部局 工場立地指導費 ア 350 350 350 350 350 350 0 0 0

継続

3 部局
石油貯蔵施設立
地対策事業費 ア ② 217,635 ▲ 20,168 210,358 ▲ 23,311 210,358 ▲ 23,311 0 0 0

継続

4 部局
皮革産業振興事
業費（総合研修事
業）

ア 2,281 2,281 2,281 0 2,281 0 0 0 0

継続（受託事業）

5 部局
中小企業経営推
進費 ア 7,220 0 7,220 0 7,220 0 0 0 0

継続（受託事業）

6 部局
高年齢者労働能
力活用事業費 ア 100 100 100 100 100 100 0 0 0

継続

7 部局
男女雇用機会均
等等推進事業 ア 500 500 500 500 500 500 0 0 0

継続

8 部局 技能尊重対策費 ア ① 103,026 51,513 102,296 51,148 102,296 51,148 0 0 0

継続

9 部局
高等職業技術専
門校運営費 ア 0 0 1,513 0 1,513 0 0 0 0

継続（受託事業）

10 部局
大阪障害者職業
能力開発校運営
費

ア 69,535 ▲ 12,600 70,111 ▲ 14,752 68,427 ▲ 9,851 ▲ 4,901 0 0

継続（受託事業）

11 部局
中高年・在職者等
能力開発推進費 ア 7,216 0 6,949 0 5,223 0 0 0 0

継続（受託事業）

番
号

区
分

H20当初〔通年ベース〕H19当初
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12 部局
職業訓練指導員
研修実施費 ア 776 0 555 0 411 0 0 0 0

継続（受託事業）

13 部局
障がい者雇用対
策短期訓練事業 ア 126,487 0 129,912 0 130,334 0 0 0 0

継続（受託事業）

14 部局
緊急離職者支援
能力開発事業費 ア 131,293 0 101,107 0 93,295 0 0 0 0

継続（受託事業）

15 部局
母子世帯の母等
に対する職業訓練
事業

ア 33,134 0 33,134 0 35,654 0 0 0 0

継続（受託事業）

16 部局
大阪府デュアルシ
ステム訓練事業 ア 33,920 0 33,920 0 34,689 0 0 0 0

継続（受託事業）

17 部局
重度聴覚障がい
者等ワークライフ
支援事業

イ 8,825 8,825 8,825 8,825 8,170 8,170 655 882 882

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

18 部局
障がい者就職準
備訓練事業 イ 9,315 4,658 5,956 2,978 3,563 1,782 1,196 0 0

継続

19 部局
障がい者就職準
備訓練事業 イ 3,162 1,715 2,002 1,355 762 380 975 975 975

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

20 部局
あいりん地域労働
対策費 イ ① 636,973 636,973 587,883 587,883 564,019 561,940 25,943 41,456 41,456

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

21 部局
高等職業技術専
門校運営費 イ 107,293 53,647 107,299 53,650 107,299 53,650 0 0 0

継続

22 部局
大阪障害者職業
能力開発校運営
費

イ 167,368 83,684 175,074 87,537 190,099 95,050 ▲ 7,513 0 0

継続

23 部局
障がい者委託訓
練実施費 イ 183,192 91,596 185,964 92,982 185,964 92,982 0 0 0

継続
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24 部局 工場立地指導費 ウ 220 220 220 220 191 191 29 44 44

縮減（20年度）
　事務費であり、業務の効率化により、
事務費を縮減

25 部局
運輸事業振興助
成費 ウ 1,040,850 1,040,850 1,106,664 1,106,664 995,998 995,998 110,666 110,666 110,666

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減
（事務費は商工行政推進費に計上）

26 部局
運輸事業振興助
成費 ウ ② 12,060 12,060 12,177 12,177 10,958 10,958 1,219 1,219 1,219

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

27 部局
大規模小売店舗
指導調整費 ウ 4,879 4,879 4,552 4,552 3,831 3,831 721 910 910

縮減（20年度）
　事務費であり、業務の効率化により、
事務費を縮減（一部、商工行政推進費
に計上）

28 部局
採石等指導推進
費 ウ 1,040 ▲ 301 1,040 ▲ 173 921 ▲ 292 119 208 208

縮減（20年度）
　事務費であり、業務の効率化により、
事務費を縮減

29 部局 貸金業対策費 ウ 20,574 ▲ 2,926 19,342 0 15,159 0 0 0 0

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

30 部局
多重債務者対策
事業 ウ 0 0 6,000 6,000 1,665 1,665 4,335 4,335 4,335

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減
　ただし、ラジオ放送については、事業
見直しにより廃止

31 部局
中小企業労働力
確保推進事業費 ウ 2,566 2,566 2,044 2,044 1,635 1,635 409 409 409

縮減（20年度）
　事務費であり、業務の効率化により、
事務費を縮減

32 部局 技能尊重対策費 ウ 557 ▲ 401 517 ▲ 461 375 ▲ 583 122 122 122

縮減（20年度）
　事務費であり、業務の効率化により、
事務費を縮減

33 部局 認定訓練推進費 ウ 87,885 43,943 81,900 40,950 73,710 36,855 4,095 8,190 8,190

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

34 部局
計量指導普及費
（計量検定所） ウ 3,928 2,703 3,857 1,422 1,167 ▲ 1,268 2,690 2,690 2,690

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減
　ただし、計量思想普及啓発事業及び
ﾎﾟｽﾀｰ啓発ﾊﾟﾝﾌ作成については、事業
見直しにより廃止
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35 部局
計量器検定費（計
量検定所） ウ 15,203 ▲ 33,519 17,434 ▲ 30,767 14,457 ▲ 33,744 2,977 6,809 6,809

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

36 部局
計量器定期検査
費（計量検定所） ウ 43,883 17,972 44,453 23,753 41,206 20,506 3,247 7,005 7,005

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

37 部局 施設管理費 ウ ① 35,700 20,344 43,700 ▲ 87,059 31,602 16,998 ▲ 104,057 ▲ 104,057 ▲ 104,057

縮減（20年度）
　施設等の維持管理を効率的に実施す
るなどにより、事業費を縮減
　ただし、ＥＳＣＯは除く
（一般歳入）土地貸付料115,593千円

38 部局 商工振興諸費 ウ 77,072 75,972 101,661 100,561 42,214 40,814 59,747 59,747 59,747

縮減（20年度）
　事務費であり、業務の効率化により事
業費を縮減

39 部局 労働行政諸費 ウ 7,709 7,709 15,792 15,792 1,775 1,775 14,017 14,017 14,017

縮減（20年度）
　事務費であり、業務の効率化により事
業費を縮減

40 部局
大阪産業振興機
構運営補助金 ウ ① 96,285 96,285 78,480 78,480 71,931 71,931 6,549 9,823 9,823

縮減（20年度）
　経費の見直しにより、事業費を縮減

41 部局 産業立地推進費 ウ 25,923 25,923 22,618 22,618 17,669 17,669 4,949 4,523 4,523

縮減（20年度）
　事務費であり、業務の効率化により事
業費を縮減

42 部局 工場立地指導費 ウ ② 3,317 3,317 2,646 2,646 2,646 2,646 0 0 0

継続

43 部局
泉佐野市丘陵部
府有地管理費 ウ 2,793 2,793 2,426 2,426 2,205 2,205 221 369 369

縮減（20年度）
　公用車のリース料・保険料を除き、経
費の見直し及び業務の効率化により、
事業費を縮減

44 部局
商店街等活性化
支援事業 ウ 183 183 177 177 154 154 23 35 35

縮減（20年度）
　事務費であり、業務の効率化により事
業費を縮減（商工行政推進費に計上）

45 部局 小売商業振興費 ウ 1,680 1,680 1,616 1,616 1,402 1,402 214 323 323

縮減（20％程度）
　事務費であり、業務の効率化により事
業費を縮減（商工行政推進費に計上）
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46 部局 卸商業振興費 ウ 1,610 1,610 1,549 1,549 1,343 1,343 206 309 309

縮減（20年度）
　事務費であり、業務の効率化により事
業費を縮減（商工行政推進費に計上）

47 部局
中小企業組織化
対策費 ウ 493 493 493 493 428 428 65 98 98

縮減（20年度）
　事務費であり、業務の効率化により事
業費を縮減（商工行政推進費に計上）

48 部局
商店街整備計画
等の認定等事務 ウ ② 1,734 1,734 586 586 586 586 0 0 0

継続

49 部局
株式会社大阪繊
維リソースセン
ター支援事業費

ウ ① 36,402 14,959 32,493 10,660 27,637 5,868 4,792 8,716 8,716

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、共益費等を除
き、事業費を縮減
　ただし、特別会費は20年度限り

50 部局
産業デザインセン
ター運営費（管理
運営費）

ウ 1,365 1,365 1,672 1,672 989 989 683 683 683

縮減（20年度）
　施設等の維持管理を効率的に実施す
るなどにより事業費を縮減（一部は、商
工行政推進費に計上）

51 部局
大阪府中小企業
支援センター事業
費

ウ 1,029 1,029 1,029 1,029 893 893 136 205 205

縮減（20年度）
　事務費であり、業務の効率化により事
業費を縮減（商工行政推進費に計上）

52 部局
★小規模事業対
策費 ウ 299 299 281 281 244 244 37 56 56

縮減（20年度）
　事務費であり、業務の効率化により事
業費を縮減（商工行政推進費に計上）

53 部局
商工振興諸費
（市町村事務移譲
交付金）

ウ ② 3,110 3,110 639 639 639 639 0 0 0

継続

54 部局 金融施策推進費 ウ 13,456 13,456 12,356 12,356 10,709 10,709 1,647 2,471 2,471

縮減（20年度）
　事務費であり、業務の効率化により事
業費を縮減

55 部局 雇用推進事業費 ウ 27,309 27,309 47,150 47,150 16,738 16,738 30,412 30,412 30,412

縮減（20年度）
　事務費であり、業務の効率化により事
業費を縮減
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56 部局
産業労働政策推
進会議費 ウ 3,860 3,860 3,134 3,134 3,359 3,359 ▲ 225 626 626

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減
　大阪府職業能力開発審議会を含み、
労働政策会議費に事業名を統一

57 部局
労働事務所等運
営費 ウ 144,569 144,569 137,384 137,384 132,228 132,228 5,156 5,156 5,156

縮減（20年度）
　施設等の維持管理を効率的に実施す
るなどにより、賃借料等を除き事業費を
縮減

58 部局
労働関係情報調
査費 ウ 8,835 7,454 5,969 4,741 4,998 3,982 759 759 759

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

59 部局 労働関係調査費 ウ 3,050 3,050 3,386 3,386 2,708 2,708 678 678 678

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

60 部局
労働情報総合プラ
ザ事業費 ウ 20,369 20,369 20,049 20,049 9,912 9,912 10,137 20,049 20,049

廃止（20年度）
　事業見直しにより、廃止

61 部局 職業相談指導費 ウ 1,427 1,427 1,072 1,072 363 363 709 1,072 1,072

廃止（20年度）
　事業見直しにより、廃止

62 部局
労働教育・普及啓
発事業 ウ ① 22,109 22,109 22,202 22,202 20,305 20,305 1,897 22,202 22,202

廃止（21年度）
　事業見直しにより廃止
　ただし、20年度は、府の財政状況に鑑
み、事業費を縮減

63 部局
労働福祉施設運
営費 ウ 162,588 9,183 165,202 8,122 160,020 2,940 5,182 5,182 5,182

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、敷地等の賃借
料を除き、事業費を縮減

64 部局
府立労働センター
ＥＳＣＯ事業費 ウ 7,347 ▲ 733 7,347 ▲ 733 7,347 ▲ 733 0 0 0

継続

65 部局
職業啓発推進事
業費 ウ 846 846 846 846 846 846 0 169 169

縮減（21年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

66 部局
能力開発プラザ事
業費 ウ 7,703 7,703 7,699 7,699 7,127 7,127 572 7,699 7,699

廃止（21年度）
　他事業での実施が可能であり、本事
業としては廃止
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67 部局
高等職業技術専
門校運営費 ウ 212,038 137,811 184,408 104,285 169,503 79,820 24,465 15,256 15,256

縮減（20年度）
　施設等の維持管理を効率的に実施す
るなどにより、事業費を縮減

68 部局
障がい者委託訓
練実施費 ウ 46,494 30,996 47,250 31,500 47,250 31,500 0 0 0

継続
　今後とも、府事業として継続

69 部局
障がい者委託訓
練実施費 ウ ① 11,340 7,560 11,340 7,560 11,340 7,560 0 0 0

継続
　今後とも、府事業として継続

70 部局
高等職業技術専
門校施設整備費 ウ 68,402 34,201 43,394 21,697 34,509 17,255 4,442 4,442 4,442

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

71 部局 計量検定所費 ウ 12,386 12,386 9,445 9,445 9,172 9,172 273 945 945

縮減（20年度）
　施設等の維持管理を効率的に実施す
るなどにより、事業費を縮減

72 部局
産業技術総合研
究所（管理運営
費）

ウ 8,982 8,982 9,143 9,143 8,863 8,863 280 739 739

縮減（20年度）
　施設等の維持管理を効率的に実施す
るなどにより、事業費を縮減

73 部局
産業技術総合研
究所費（管理運営
費）

ウ 327,713 310,103 308,179 291,169 285,095 268,085 23,084 28,533 28,533

縮減（20年度）
　施設等の維持管理を効率的に実施す
るなどにより、事業費を縮減

74 部局

産業技術総合研
究所皮革試験所
技術指導研究費
（管理運営費）

ウ 7,500 0 7,000 0 7,000 0 0 700 700

縮減（20年度）
　施設等の維持管理を効率的に実施す
るなどにより、事業費を縮減

75 部局
特許情報センター
運営事業費（管理
運営費）

ウ 57,901 31,998 55,222 30,206 51,295 26,108 4,098 5,522 5,522

縮減（20年度）
　施設等の維持管理を効率的に実施す
るなどにより、事業費を縮減

76 部局
府庁内知的財産
管理事業（特許情
報センター）

ウ 3,006 3,006 3,601 2,231 2,093 723 1,508 1,508 1,508

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

77 部局
労働委員会事務
局運営費／管理
費（労働委員会）

ウ 32,881 32,881 30,040 30,040 30,462 30,462 ▲ 422 2,923 2,923

縮減（20年度）
　施設等の維持管理を効率的に実施す
るなどにより、事業費を縮減



（部局名）　商工労働部　　　
〔一般会計〕 （単位：千円）

一般財源 一般財源A 一般財源Ｂ

番
号

区
分

H20当初〔通年ベース〕H19当初
事業名 旧分類

①出資法人
②市町村
③公の施設

H20本格予算見込額 削減
見込額
Ａ-B

見直しの考え方【大阪府案】
H21
削減
見込額

H22
削減
見込額

78 部局
大阪府職業能力
開発審議会費 ウ 132 132 92 92 0 0 92 92 92

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減
　労働政策会議費に事業名を統一

79 部局
大規模小売店舗
指導調整費（審議
会費）

ウ 571 571 571 571 348 348 223 223 223

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

80 部局
大阪府職業能力
開発審議会費（審
議会費）

ウ 218 218 533 533 0 0 533 533 533

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減
　労働政策会議費に事業名を統一

81 部局
委員会費／費用
弁償（労働委員
会）

ウ 14,464 14,464 14,464 14,464 13,407 13,407 1,057 1,446 1,446

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

82 部局
大阪地域職業訓
練センター中小企
業振興事業費

エ ① 2,965 2,965 2,847 2,847 0 0 2,847 2,847 2,847

廃止（20年度）
　事業見直しにより廃止

83 部局
津田サイエンスコ
ア管理運営費 エ ① 8,123 8,123 8,567 8,567 7,217 7,217 1,350 1,350 1,350

縮減（20年度）
　市町村交付金相当額を除き、経費の
見直しにより、事業費を縮減

84 部局
外資系企業大阪
進出支援事業 エ 5,000 5,000 5,000 5,000 0 0 5,000 5,000 5,000

廃止（20年度）
　府の財政状況に鑑み廃止

85 部局
外国企業ナビゲー
ター設置事業 エ 4,166 4,166 4,166 4,166 0 0 4,166 4,166 4,166

廃止（20年度）
　事業見直しにより廃止

86 部局
資源循環促進事
業 エ 500 500 500 500 0 0 500 500 500

廃止（20年度）
　民間による取り組みを促進する観点
から、府事業としては廃止

87 部局
環境・健康配慮型
商品市場開拓モ
デル事業

エ 2,000 2,000 1,800 1,800 0 0 1,800 1,800 1,800

廃止（20年度）
　民間による取り組みを促進する観点
から、府事業としては廃止

88 部局

コンテンツ産業振
興インキュベート
施設管理運営事
業

エ ① 47,162 47,162 38,579 38,579 29,414 29,414 9,165 38,579 38,579

廃止（20年度）
　市町村や民間による取り組みにより対
応が可能であり、府事業としては廃止



（部局名）　商工労働部　　　
〔一般会計〕 （単位：千円）

一般財源 一般財源A 一般財源Ｂ

番
号

区
分

H20当初〔通年ベース〕H19当初
事業名 旧分類

①出資法人
②市町村
③公の施設

H20本格予算見込額 削減
見込額
Ａ-B

見直しの考え方【大阪府案】
H21
削減
見込額

H22
削減
見込額

89 部局
大阪科学賞顕彰
事業 エ 3,037 3,037 3,037 3,037 1,250 1,250 1,787 1,787 1,787

廃止（20年度）
　顕彰賞金に対する負担金を廃止し、事
務経費を府市各１／２負担とし継続

90 部局
文化資産デジタル
アーカイブ事業 エ 6,615 4,115 4,945 2,445 1,400 0 2,445 2,445 2,445

縮減（一般財源全額）
　利用料収入の範囲内で実施し、事業
費を縮減

91 部局

バイオ関連産業振
興事業費(ﾍﾞﾝﾁｬｰ
支援事業費補助
金)

エ ① 4,560 4,560 2,776 2,776 0 0 2,776 2,776 2,776

廃止（20年度）
　事業見直しにより廃止

92 部局

バイオ関連産業振
興事業費（ﾊﾞｲｵﾋﾞ
ｼﾞﾈｽｺﾝﾍﾟ負担金
等）

エ 1,725 1,725 1,725 1,725 500 500 1,225 1,225 1,225

縮減（20年度）
　事業見直しにより、事業費を縮減

93 部局
おおさかＣＢネット
ワーク構築事業 エ 0 0 1,000 1,000 0 0 1,000 1,000 1,000

廃止（20年度）
　市町村や民間による取り組みを促進
する観点から、府事業としては廃止

94 部局
大阪ロボット推進
戦略 エ 11,800 11,800 5,850 5,850 0 0 5,850 5,850 5,850

廃止（20年度）
　事業見直しにより廃止

95 部局

皮革産業振興事
業費
（皮革産業振興対
策事業）

エ ② 4,500 4,500 4,320 4,320 0 0 4,320 4,320 4,320

廃止（20年度）
　団体の自立を促進する観点から、補
助は廃止

96 部局
商店街等活性化
支援事業 エ ② 51,757 51,757 17,939 17,939 7,120 7,120 10,819 10,819 10,819

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮
減

97 部局 小売商業振興費 エ 8,382 8,382 8,050 8,050 1,976 1,976 6,074 6,074 6,074

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮
減

98 部局 卸商業振興費 エ 5,148 5,148 6,943 6,943 1,565 1,565 5,378 6,943 6,943

廃止（20年度）
　団体の本来的な事業として、実施す
べきものであり、府事業としては廃止
　継続事業について、20年度限り実施

99 部局
古紙利用促進事
業費 エ 1,890 1,890 1,815 1,815 904 904 911 911 911

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮
減



（部局名）　商工労働部　　　
〔一般会計〕 （単位：千円）

一般財源 一般財源A 一般財源Ｂ

番
号

区
分

H20当初〔通年ベース〕H19当初
事業名 旧分類

①出資法人
②市町村
③公の施設

H20本格予算見込額 削減
見込額
Ａ-B

見直しの考え方【大阪府案】
H21
削減
見込額

H22
削減
見込額

100 部局
皮革産業振興イベ
ント開催分担金 エ 6,942 6,942 6,665 6,665 1,300 1,300 5,365 5,365 5,365

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮
減

101 部局
安全・安心な商店
街等づくり事業 エ 30,000 30,000 46,740 46,740 21,000 21,000 25,740 25,740 25,740

継続
　安心・安全なまちづくりの観点から、事
業として継続
　他の事業等で対応が可能と考えられ
る事業については廃止

102 部局
中小企業組織化
対策費 エ 232,615 232,615 225,181 225,181 196,444 196,444 28,737 45,036 45,036

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮
減

103 部局
中小工業育成指
導費 エ 2,866 2,866 2,840 2,840 854 854 1,986 2,840 2,840

廃止（20年度）
　団体の自主事業とし、廃止（事務費に
ついては商工行政推進費に計上）

104 部局

皮革産業振興事
業費（技術者研修
事業・ﾃﾞｻﾞｲﾝｺﾝﾃｽ
ﾄ開催事業）

エ 11,492 5,863 11,024 5,629 1,692 846 4,783 5,629 5,629

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

105 部局 工芸振興費 エ 10,999 10,999 10,311 10,311 1,194 1,194 9,117 9,594 9,594

廃止（20年度）
　府の財政状況に鑑み、表彰事業及び
展示会事業への府負担は廃止（一部は
商工行政推進費に計上）

106 部局
地域産業集積活
性化促進事業費 エ ① 18,513 18,513 16,739 16,739 8,343 8,343 8,396 8,396 8,396

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減
（一部は、商工行政推進費に計上）

107 部局

東大阪ものづくり
支援拠点施設整
備推進事業費（派
遣職員費補助金）

エ ① 67,258 67,258 68,884 68,884 54,523 54,523 14,361 14,361 14,361

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

108 部局

東大阪ものづくり
支援拠点施設整
備推進事業費（運
営費補助金）

エ ① 11,778 11,778 11,423 11,423 9,048 9,048 2,375 4,569 4,569

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減



（部局名）　商工労働部　　　
〔一般会計〕 （単位：千円）

一般財源 一般財源A 一般財源Ｂ

番
号

区
分

H20当初〔通年ベース〕H19当初
事業名 旧分類

①出資法人
②市町村
③公の施設

H20本格予算見込額 削減
見込額
Ａ-B

見直しの考え方【大阪府案】
H21
削減
見込額

H22
削減
見込額

109 部局

東大阪ものづくり
支援拠点施設整
備推進事業費（事
業費補助金）

エ ① 55,067 55,067 54,205 54,205 39,500 39,500 14,705 21,682 21,682

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

110 部局
国際デザイン交流
協会補助金（派遣
職員費補助）

エ 28,474 28,474 29,107 29,107 20,234 20,234 8,873 29,107 29,107

廃止（21年度）
　事業効果を検証し、見直しを求めるも
の
　ただし、20年度は派遣職員数を一部
減と事業費の縮減

111 部局
国際デザイン交流
協会補助金（事業
費補助）

エ 7,475 7,475 6,676 6,676 4,006 4,006 2,670 6,676 6,676

廃止（21年度）
　府の財政状況に鑑み廃止
　ただし、20年度は事業費の縮減

112 部局
デザイン振興事業
費 エ 13,350 11,046 9,820 8,200 0 0 8,200 8,200 8,200

廃止（20年度）
　府の財政状況に鑑み廃止

113 部局
産業デザインセン
ター運営費（研究
指導費）

エ 6,127 5,707 5,812 5,392 2,962 1,942 3,450 5,392 5,392

廃止（20年度）
　府の財政状況に鑑み廃止（相談事業
等のみ縮減の上、継続）

114 部局
産業デザインセン
ター運営費（情報
サービス事業費）

エ 1,918 1,918 1,364 1,364 781 781 583 583 583

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

115 部局
技術・市場交流移
転促進事業費 エ 1,466 1,466 1,379 1,379 0 0 1,379 1,379 1,379

廃止（20年度）
　民間で実施すべきものであり、府事業
としては廃止

116 部局
工業技術向上対
策費 エ 5,215 5,215 3,165 3,165 644 644 2,521 2,521 2,521

廃止（20年度）
　団体の自主事業とし、府補助を廃止
　（事務費については、商工行政推進費
に計上）

117 部局
企業育成支援事
業費（派遣職員費
補助金）

エ ① 10,366 10,366 10,260 10,260 9,199 9,199 1,061 1,061 1,061

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

118 部局
企業育成支援事
業費（入居者支援
委託）

エ ① 657 657 618 618 371 371 247 247 247

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減



（部局名）　商工労働部　　　
〔一般会計〕 （単位：千円）

一般財源 一般財源A 一般財源Ｂ

番
号

区
分

H20当初〔通年ベース〕H19当初
事業名 旧分類

①出資法人
②市町村
③公の施設

H20本格予算見込額 削減
見込額
Ａ-B

見直しの考え方【大阪府案】
H21
削減
見込額

H22
削減
見込額

119 部局
企業育成支援事
業費（入居者募集
等）

エ 575 575 541 541 325 325 216 216 216

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

120 部局 企業顕彰事業費 エ 1,200 1,200 1,200 1,200 0 0 1,200 1,200 1,200

廃止（20年度）
　府の財政状況に鑑み廃止

121 部局
産業集積維持の
ための地域支援モ
デル事業

エ ② 4,000 4,000 3,000 3,000 1,000 1,000 2,000 3,000 3,000

廃止（21年度）
　府の財政状況に鑑み廃止
　継続分のみ20年度実施

122 部局

基盤型中小企業
経営革新支援事
業費（基盤型産業
ｸﾗｽﾀｰ懇談会）

エ 2,500 2,500 1,000 1,000 0 0 1,000 1,000 1,000

廃止（20年度）
　府の財政状況に鑑み廃止

123 部局
大阪府中小企業
支援センター事業
費（事業費補助）

エ ① 250,139 250,139 246,553 246,553 168,096 168,096 78,457 78,457 78,457

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

124 部局

大阪府中小企業
支援センター事業
費（派遣職員費補
助）

エ ① 106,590 106,590 96,930 96,930 45,303 45,303 51,627 51,627 51,627

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

125 部局
★小規模事業対
策費 エ 2,582,684 2,582,684 2,431,629 2,431,629 2,215,006 2,215,006 216,623 486,325 486,325

縮減（20年度）
　事業費補助への見直しを行い、業務
の効率化により事業費を縮減

126 部局
地域中小企業支
援センター事業費 エ 78,824 78,824 74,095 74,095 21,672 21,672 52,423 74,095 74,095

廃止（20年度）
　他の相談体制での対応が可能と考え
られ、本事業としては廃止

127 部局
中小企業新商品
購入促進事業 エ 5,573 5,573 5,239 5,239 0 0 5,239 5,239 5,239

廃止（20年度）
　認定審査に係る経費のみ商工行政推
進費の範囲内で実施

128 部局
中小企業新商品
購入促進事業 エ ① 3,400 3,400 3,196 3,196 0 0 3,196 3,196 3,196

廃止（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を廃止

129 部局
再チャレンジ起業
支援ｲﾝｷｭﾍﾞｰﾄ施
設運営事業

エ ① 82,568 82,568 77,490 77,490 25,904 25,904 51,586 77,490 77,490

廃止（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を廃止



（部局名）　商工労働部　　　
〔一般会計〕 （単位：千円）

一般財源 一般財源A 一般財源Ｂ

番
号

区
分

H20当初〔通年ベース〕H19当初
事業名 旧分類

①出資法人
②市町村
③公の施設

H20本格予算見込額 削減
見込額
Ａ-B

見直しの考え方【大阪府案】
H21
削減
見込額

H22
削減
見込額

130 部局
ベンチャー新技術
販路開拓支援事
業

エ 0 0 1,005 1,005 0 0 1,005 1,005 1,005

廃止（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を廃止

131 部局 金融相談指導費 エ 82 82 78 78 58 58 20 22 22

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

132 部局 労働相談事業費 エ 5,401 2,701 4,506 4,506 2,892 2,892 1,614 1,802 1,802

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

133 部局
労働教育・普及啓
発事業 エ ① 35,226 35,226 35,296 34,901 21,674 21,279 13,622 13,960 13,960

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

134 部局
地域労働ネット
ワーク事業費 エ 2,067 2,067 1,165 1,165 0 0 1,165 1,165 1,165

廃止（20年度）
　事業見直しにより、廃止

135 部局
労働関係団体調
整事業費 エ 1,815 1,815 1,815 1,815 0 0 1,815 1,815 1,815

廃止（20年度）
　事業見直しにより、廃止

136 部局
ゆとり創造施策推
進費 エ 1,375 0 1,772 0 781 0 0 0 0

継続
　今後のあり方について検討

137 部局
高年齢者雇用対
策費 エ 6,399 6,399 6,015 6,015 1,365 1,365 4,650 4,650 4,650

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

138 部局
高年齢者労働能
力活用事業費 エ 68,997 68,997 66,233 66,233 7,969 7,969 58,264 58,264 58,264

縮減（20年度））
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

139 部局
人材雇用開発支
援事業 エ 36,000 36,000 34,560 34,560 25,539 25,539 9,021 10,074 10,074

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

140 部局
大阪地域職業訓
練センタージョブカ
ウンセリング事業

エ ① 4,186 4,186 3,738 3,738 0 0 3,738 3,738 3,738

廃止（20年度）
　事業見直しにより、廃止

141 部局
障がい者雇用促
進事業 エ 7,663 7,663 7,882 7,882 4,385 4,385 3,497 3,497 3,497

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減



（部局名）　商工労働部　　　
〔一般会計〕 （単位：千円）

一般財源 一般財源A 一般財源Ｂ

番
号

区
分

H20当初〔通年ベース〕H19当初
事業名 旧分類

①出資法人
②市町村
③公の施設

H20本格予算見込額 削減
見込額
Ａ-B

見直しの考え方【大阪府案】
H21
削減
見込額

H22
削減
見込額

142 部局
重度障がい者職
域、訓練科目開発
研究事業

エ 2,086 2,086 2,061 2,061 0 0 2,061 2,061 2,061

廃止（20年度）
　事業見直しにより、廃止

143 部局
障がい者雇用企
業啓発・表彰事業 エ 3,037 3,037 2,600 2,600 0 0 2,600 2,600 2,600

廃止（20年度）
　事業見直しにより、廃止

144 部局
大阪府ＩＴステー
ション障がい者雇
用支援事業

エ 10,000 10,000 8,000 8,000 0 0 8,000 8,000 8,000

廃止（20年度）
　事業見直しにより、廃止

145 部局
在宅ワーク支援事
業 エ 5,264 5,264 5,264 5,264 3,861 3,861 1,403 2,105 2,105

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

146 部局
労働福祉関係団
体等助成事業費 エ 5,942 5,942 5,705 5,705 0 0 5,705 5,705 5,705

廃止（20年度）
　事業見直しにより、廃止

147 部局
男女雇用機会均
等等推進事業 エ 20,756 15,756 13,332 13,332 0 0 13,332 13,332 13,332

廃止（20年度）
　事業見直しにより、廃止

148 部局
職業啓発推進事
業費 エ 25,774 25,774 26,880 26,880 7,263 7,263 19,617 19,617 19,617

縮減（20年度）
　事業見直しにより、縮減

149 部局 技能尊重対策費 エ 7,394 7,394 7,564 7,564 2,102 2,102 5,462 5,462 5,462

廃止（20年度）
　副賞及び団体補助金は事業見直しに
より廃止
　その他は、府の財政状況に鑑み、事
業費を縮減

150 部局
ものづくり教室技
能士派遣事業 エ 4,460 4,460 4,280 4,280 0 0 4,280 4,280 4,280

廃止（20年度）
　事業見直しにより、廃止

151 部局
中高年・在職者等
能力開発推進費 エ 32,918 1,076 28,948 1,033 18,429 0 1,033 0 0

縮減（20年度）
　国庫及び受講料収入の範囲内での実
施により事業費を縮減

152 部局
職業訓練指導員
研修実施費 エ 3,563 2,247 3,359 2,157 2,038 1,316 841 862 862

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減



（部局名）　商工労働部　　　
〔一般会計〕 （単位：千円）

一般財源 一般財源A 一般財源Ｂ

番
号

区
分

H20当初〔通年ベース〕H19当初
事業名 旧分類

①出資法人
②市町村
③公の施設

H20本格予算見込額 削減
見込額
Ａ-B

見直しの考え方【大阪府案】
H21
削減
見込額

H22
削減
見込額

153 部局
大阪地域職業訓
練センター運営補
助金

エ ① 51,741 51,741 50,749 50,749 43,353 43,353 7,396 50,749 50,749

廃止（21年度）
　事業の多くが民間で実施されているも
のと同じであり、府が積極的に関与する
必要性が少ないことから廃止。
　ただし、２０年度は、府の財政状況に
鑑み事業費を縮減。

154 部局
経済基本調査費
（産業開発研究
所）

エ 4,615 4,615 4,615 4,615 3,407 3,407 1,208 923 923

縮減（20年度）
　経費の見直し及び業務の効率化によ
り、事業費を縮減

155 部局
経済動向調査費
（産業開発研究
所）

エ 6,748 6,748 6,748 6,748 6,302 6,302 446 1,350 1,350

縮減（20年度）
　経費の見直し及び業務の効率化によ
り、事業費を縮減

156 部局
大阪経済・労働白
書刊行費（産業開
発研究所）

エ 1,375 1,375 1,225 1,225 999 999 226 490 490

縮減（20年度）
　経費の見直し及び業務の効率化によ
り、事業費を縮減

157 部局
産業開発研究所
費（調査評価事
業）

エ 5,819 5,819 6,063 6,063 5,119 5,119 944 1,213 1,213

縮減（20年度）
　経費の見直し及び業務の効率化によ
り、事業費を縮減

158 部局
産業開発研究所
費（受託調査費） エ 4,510 610 3,500 0 2,800 ▲ 700 700 700 700

縮減（20年度）
　経費の見直し及び業務の効率化によ
り、事業費を縮減

159 部局

庁内政策立案支
援調査研究事業
（産業開発研究
所）

エ 3,186 3,186 3,186 3,186 0 0 3,186 3,186 3,186

廃止（20年度）
　他事業での実施が可能であり本事業
としては廃止

160 部局

光・マイクロデバイ
ス開発支援事業
費（産業技術総合
研究所）

エ 25,000 0 25,000 0 20,052 ▲ 4,948 4,948 9,560 9,560

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

161 部局
調査研究事業費
（産業技術総合研
究所）

エ 51,566 26,066 44,326 22,826 33,367 13,367 9,459 9,459 9,459

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

162 部局
技術支援事業費
（事業費）（産業技
術総合研究所）

エ 180,803 ▲ 64,350 179,948 ▲ 64,385 166,150 ▲ 90,608 26,223 35,990 35,990

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減



（部局名）　商工労働部　　　
〔一般会計〕 （単位：千円）

一般財源 一般財源A 一般財源Ｂ

番
号

区
分

H20当初〔通年ベース〕H19当初
事業名 旧分類

①出資法人
②市町村
③公の施設

H20本格予算見込額 削減
見込額
Ａ-B

見直しの考え方【大阪府案】
H21
削減
見込額

H22
削減
見込額

163 部局
指導普及事業費
（産業技術総合研
究所）

エ 17,961 7,841 11,695 4,110 8,945 1,974 2,136 2,339 2,339

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

164 部局
特許流通促進事
業（特許情報セン
ター）

エ 4,236 4,236 4,237 4,237 3,188 3,188 1,049 1,695 1,695

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

165 部局
特許情報活用支
援事業費（特許情
報センター）

エ 3,470 3,470 3,221 3,221 1,999 1,999 1,222 1,288 1,288

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

166 部局
アジア知的財産情
報提供事業費（特
許情報センター）

エ 6,748 6,748 5,517 5,517 0 0 5,517 5,517 5,517

廃止（20年度）
　府の財政状況に鑑み廃止

167 部局
コミュニティ・ビジ
ネス創出支援資金
貸付金事業

オ 1,402 0 867 0 590 0 0 0 0

継続

168 部局
中小企業振興資
金特別会計繰出
金

オ 10,262 10,262 10,350 10,350 10,071 10,071 279 418 418

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

169 部局
中小企業振興資
金特別会計繰出
金(貸与補助)

オ 123,575 123,575 50,866 50,866 30,520 30,520 20,346 20,346 20,346

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

170 部局
産業立地促進融
資 オ 2,401,427 0 2,549,868 0 2,151,898 0 0 0 0

継続

171 部局
信用組合経営安
定化資金貸付金 オ 30,000,000 ▲ 29,917 30,000,000 ▲ 29,917 30,000,000 ▲ 29,917 0 ▲ 29,917 ▲ 29,917

継続

172 部局
三原台単身者住
宅整備費貸付金 オ ① 2,900,000 0 2,900,000 0 2,900,000 0 0 0 0

継続

173 部局
男女雇用機会均
等等推進事業 オ 4,660 0 3,560 0 1,980 0 0 0 0

継続

174 政策
★企業立地促進
補助金 ア 2,783,000 2,783,000 4,621,000 4,621,000 4,253,000 4,253,000 368,000 0 0

継続



（部局名）　商工労働部　　　
〔一般会計〕 （単位：千円）

一般財源 一般財源A 一般財源Ｂ

番
号

区
分

H20当初〔通年ベース〕H19当初
事業名 旧分類

①出資法人
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見込額
Ａ-B

見直しの考え方【大阪府案】
H21
削減
見込額

H22
削減
見込額

175 政策
★外資系企業等
拠点設置支援事
業

ア 30,000 30,000 30,000 30,000 0 0 30,000 30,000 30,000

廃止（20年度）
　補助メニューの整理により他事業補助
金と統合

176 政策

彩都新バイオイン
キュベータ機能高
度化促進事業（整
備費補助）

ア 0 0 193,000 193,000 191,000 191,000 2,000 193,000 193,000

継続

177 政策
彩都新バイオイン
キュベータ集積促
進事業

ア 0 0 17,550 17,550 13,650 13,650 3,900 0 0

継続

178 政策
各種融資制度損
失補償金 ア ① 3,353,000 2,130,000 3,558,000 2,176,000 3,558,000 2,176,000 0 0 0

継続

179 政策
新ＪＯＢカフェＯＳＡ
ＫＡ事業 イ ① 125,000 125,000 128,154 128,154 109,759 109,759 18,395 12,815 12,815

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

180 政策
障がい者地域雇
用支援事業 イ ② 31,884 31,884 24,384 24,384 0 0 24,384 24,384 24,384

廃止（20年度）
　事業見直しにより、廃止

181 政策
★ＪＯＢプラザＯＳ
ＡＫＡ事業 イ ① 127,690 127,690 100,000 100,000 95,527 95,527 4,473 10,000 10,000

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

182 政策
在宅ワークあっせ
ん支援事業 イ 15,456 15,456 10,475 10,475 7,990 7,990 2,485 2,485 2,485

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

183 政策
あいりん地域労働
対策費 イ ① 67,376 67,376 66,517 66,517 66,517 66,517 0 0 0

継続

184 政策
高齢日雇労働者
就労自立支援事
業

イ 240,000 240,000 240,000 240,000 240,000 240,000 0 0 0

継続

185 政策
ホームレス就労支
援事業費 イ 18,500 18,500 17,700 17,700 4,500 4,500 13,200 13,200 13,200

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減



（部局名）　商工労働部　　　
〔一般会計〕 （単位：千円）

一般財源 一般財源A 一般財源Ｂ
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号

区
分

H20当初〔通年ベース〕H19当初
事業名 旧分類

①出資法人
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H20本格予算見込額 削減
見込額
Ａ-B

見直しの考え方【大阪府案】
H21
削減
見込額

H22
削減
見込額

186 政策
あいりん地域越年
対策事業補助金 イ ② 0 0 0 0 0 0 0 0 0

継続

187 政策
大阪社会医療セン
ター補助金 イ ② 0 0 0 0 0 0 0 0 0

継続

188 政策
バイオ知的クラス
ター創成推進事業
（人件費補助）

ウ ① 21,819 21,819 21,819 21,819 18,035 18,035 3,784 5,676 5,676

縮減（20年度）
　経費の見直しにより、事業費を縮減
　今後、派遣職員の見直し等を実施

189 政策
中小企業新事業
活動促進支援事
業費

ウ 5,548 5,548 4,900 4,900 4,247 4,247 653 980 980

縮減（20年度）
　事務費であり、業務の効率化により、
事務費を縮減

190 政策
在宅ワークあっせ
ん支援事業 ウ 206 206 188 188 0 0 188 188 188

縮減（20年度）
　事務費であり、業務の効率化により事
業費を縮減

191 政策
★企業立地促進
補助金 エ 0 0 309,000 309,000 164,000 164,000 145,000 93,000 40,000

廃止（20年度）
　補助メニューの特化により新規事業補
助金等を廃止し、その他補助メニューは
整理・統合し継続

192 政策

第二種産業集積
促進地域における
産業インフラのあ
り方検討費

エ 0 0 1,000 1,000 0 0 1,000 1,000 1,000

廃止（20年度）
　府の財政状況に鑑み廃止

193 政策
産業支援ｽｰﾊﾟｰ現
役創出ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事
業

エ 14,000 14,000 10,000 10,000 4,000 4,000 6,000 10,000 10,000

廃止（21年度）
　民間主体による取り組みを促進する
観点から、府事業としては廃止し、20年
度限りで補助を実施

194 政策
アジアビジネス人
材育成・ネットワー
ク構築事業

エ 11,773 11,773 11,200 11,200 0 0 11,200 11,200 11,200

廃止（20年度）
　民間による取り組みを促進する観点
から、府事業としては廃止

195 政策

北大阪・彩都のラ
イフサイエンス推
進事業（府派遣職
員費補助）

エ ① 0 0 20,000 20,000 0 0 20,000 20,000 20,000

廃止（20年度）
　事業見直しにより廃止



（部局名）　商工労働部　　　
〔一般会計〕 （単位：千円）

一般財源 一般財源A 一般財源Ｂ

番
号

区
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①出資法人
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③公の施設

H20本格予算見込額 削減
見込額
Ａ-B

見直しの考え方【大阪府案】
H21
削減
見込額

H22
削減
見込額

196 政策

北大阪・彩都のラ
イフサイエンス推
進事業（管理・事
業費補助）

エ ① 0 0 50,000 50,000 0 0 50,000 50,000 50,000

廃止（20年度）
　事業見直しにより廃止

197 政策

彩都新バイオイン
キュベータ機能高
度化促進事業（運
営費補助）

エ 0 0 10,000 10,000 10,000 10,000 0 0 0

継続
　法令等で事業量が決められており、府
に事業費削減の裁量がないもの

198 政策
彩都バイオベン
チャー設備費補助
金

エ 21,000 21,000 21,000 21,000 12,600 12,600 8,400 8,400 8,400

縮減（20年度）
　経費の見直しにより、事業費を縮減

199 政策
バイオ知的クラス
ター創成推進事業
(事業補助）

エ ① 58,000 58,000 58,000 58,000 38,113 38,113 19,887 19,887 19,887

縮減（20年度）
　経費の見直しにより、事業費を縮減

200 政策

健康サービス産業
科学的根拠（EBH)
構築モデル事業
費

エ ① 12,000 12,000 12,000 12,000 0 0 12,000 12,000 12,000

廃止（20年度）
　民間による取り組みを促進する観点
から、府事業としては廃止

201 政策
アジア環境貢献ビ
ジネス育成事業費 エ 11,000 11,000 5,000 5,000 0 0 5,000 5,000 5,000

廃止（20年度）
　事業見直しにより廃止

202 政策
アジアコンテンツ
マーケット推進事
業

エ 34,000 34,000 22,000 22,000 0 0 22,000 22,000 22,000

廃止（20年度）
　事業見直しにより廃止

203 政策
商店街等いきいき
元気づくり事業 エ 61,988 61,988 61,988 61,988 32,708 32,708 29,280 29,280 29,280

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

204 政策
商店街等いきいき
元気づくり事業 エ 0 0 1,700 1,700 0 0 1,700 1,700 1,700

廃止（20年度）
　府の財政状況に鑑み廃止

205 政策
中心市街地商業
活性化推進事業
費

エ 12,000 12,000 7,830 7,830 0 0 7,830 7,830 7,830

廃止（20年度）
　府の財政状況に鑑み廃止



（部局名）　商工労働部　　　
〔一般会計〕 （単位：千円）

一般財源 一般財源A 一般財源Ｂ

番
号

区
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H20当初〔通年ベース〕H19当初
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①出資法人
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見込額
Ａ-B

見直しの考え方【大阪府案】
H21
削減
見込額

H22
削減
見込額

206 政策
技と知の出会い創
出支援事業 エ 30,000 30,000 27,000 27,000 16,183 16,183 10,817 10,817 10,817

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

207 政策

基盤型中小企業
経営革新支援事
業費（基盤技術高
度化支援事業補
助金）

エ 30,503 30,503 30,503 30,503 18,285 18,285 12,218 12,218 12,218

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減
（商工行政推進費に計上）

208 政策

ものづくり人材育
成ＯＳＡＫＡプロ
ジェクト推進事業
（ものづくり人材育
成支援ｾﾝﾀｰ事
業）

エ ① 13,000 13,000 7,200 7,200 3,840 3,840 3,360 7,200 7,200

廃止（21年度）
　府の財政状況に鑑み廃止
　20年度については、業務の効率化に
より、事業費を縮減

209 政策
金属系新素材試
作センター運営事
業

エ ① 23,000 23,000 23,000 23,000 5,808 5,808 17,192 18,100 18,100

廃止（21年度）
　府の財政状況に鑑み廃止
　20年度は、業務の効率化により、事業
費を縮減

210 政策

産業科学技術振
興事業費（派遣職
員費等負担金・補
助金）

エ 58,497 58,497 47,800 47,800 17,978 17,978 29,822 30,455 30,455

縮減（20年度）
　業務の効率化により、事業費を廃止
（一部、商工行政推進費に計上）
　継続分のみ実施

211 政策
大阪府次世代戦
略的技術実用化
推進事業

エ 0 0 30,000 30,000 18,000 18,000 12,000 12,000 12,000

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

212 政策
次世代接合技術
（ＦＳＷ）開発普及
事業

エ ① 10,000 10,000 10,000 10,000 0 0 10,000 10,000 10,000

廃止（20年度）
　府の財政状況に鑑み廃止

213 政策

ものづくり産業ア
ジアビジネス支援
事業（大阪ものづ
くり重点ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ
事業）

エ 4,900 4,900 2,700 2,700 0 0 2,700 2,700 2,700

廃止（20年度）
　府の財政状況に鑑み廃止

214 政策

ものづくり産業ア
ジアビジネス支援
事業（地場産業人
気商品創出事業）

エ 7,000 7,000 5,000 5,000 0 0 5,000 5,000 5,000

廃止（20年度）
　民間で実施すべきものであり、府事業
としては廃止



（部局名）　商工労働部　　　
〔一般会計〕 （単位：千円）

一般財源 一般財源A 一般財源Ｂ

番
号

区
分

H20当初〔通年ベース〕H19当初
事業名 旧分類

①出資法人
②市町村
③公の施設

H20本格予算見込額 削減
見込額
Ａ-B

見直しの考え方【大阪府案】
H21
削減
見込額

H22
削減
見込額

215 政策

地場産業等振興
対策事業費(地場
産業等総合活性
化補助金）

エ 21,800 21,800 18,875 18,875 9,000 9,000 9,875 9,875 9,875

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

216 政策
地場産業等振興
対策事業費（地域
需要開拓補助金）

エ 1,890 1,890 1,815 1,815 0 0 1,815 1,815 1,815

廃止（20年度）
　他事業での実施が可能であり、本事
業としては廃止

217 政策
地域中小企業知
的財産戦略支援
事業

エ ① 2,900 2,900 2,900 2,900 100 100 2,800 2,900 2,900

廃止（20年度）
　他県と同様に企業負担の増額に伴い
1年前倒しで廃止（事務費については、
商工行政推進費に計上）

218 政策
中小企業新事業
活動促進支援事
業費

エ 21,000 21,000 21,000 21,000 12,600 12,600 8,400 8,400 8,400

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

219 政策
中小企業新事業
活動促進支援事
業費

エ 29,700 29,700 29,700 29,700 0 0 29,700 29,700 29,700

廃止（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を廃止

220 政策
ベンチャービジネ
ス振興事業費 エ ① 74,188 74,188 74,188 74,188 61,846 61,846 12,342 15,614 15,614

縮減（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

221 政策

ものづくり産業ア
ジアビジネス支援
事業（中小企業総
合ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ整備
事業費補助金）

エ ① 8,760 8,760 5,400 5,400 0 0 5,400 5,400 5,400

廃止（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を廃止

222 政策
アジア戦略人材
「アジアデスク」設
置事業

エ ① 7,400 7,400 6,500 6,500 0 0 6,500 6,500 6,500

廃止（20年度）
　府の財政状況に鑑み、事業費を廃止

223 政策
地域活性化プロ
ジェクト推進事業 エ 230,900 230,900 27,900 27,900 0 0 27,900 27,900 27,900

廃止（20年度）
　既存人材の活用等により事業の実施
が可能であり本事業としては廃止

224 政策
おおさか中小企業
事業承継サポート
プロジェクト

エ ① 0 0 3,300 3,300 0 0 3,300 3,300 3,300

廃止（20年度）
　国事業での実施が可能であり本事業
としては廃止



（部局名）　商工労働部　　　
〔一般会計〕 （単位：千円）

一般財源 一般財源A 一般財源Ｂ

番
号

区
分

H20当初〔通年ベース〕H19当初
事業名 旧分類

①出資法人
②市町村
③公の施設

H20本格予算見込額 削減
見込額
Ａ-B

見直しの考え方【大阪府案】
H21
削減
見込額

H22
削減
見込額

225 政策
ニートサポート事
業 エ ① 26,000 26,000 17,000 17,000 12,047 12,047 4,953 6,800 6,800

縮減（20年度)
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

226 政策
ネットワーク型
ニートマッチング
推進事業

エ 14,000 14,000 26,000 26,000 15,590 15,590 10,410 26,000 26,000

廃止（21年度）
　事業見直しにより、府からの委託につ
いては終了
　ただし、20年度は、府の財政状況に鑑
み、事業費を縮減

227 政策
大阪府ＩＴステー
ション障がい者雇
用支援事業

エ 31,043 31,043 27,512 27,512 25,243 25,243 2,269 2,269 2,269

縮減（20年度）
　20年度は経費縮減の上、実施。
　21年度はＩＴステーションの見直しに合
わせて、議論

228 政策
地域就労支援事
業 エ ② 95,317 95,317 92,800 92,800 0 0 92,800 92,800 92,800

廃止（20年度）
　事業見直しにより、廃止

229 政策

ものづくり人材育
成ＯＳＡＫＡプロ
ジェクト推進事業
(ものづくり中核人
材育成支援事業）

エ 5,100 1,900 4,344 1,144 0 0 1,144 1,144 1,144

廃止（20年度）
　事業見直しにより、廃止

230 政策
若者再チャレンジ
就職支援講座事
業費

エ 49,000 49,000 29,100 29,100 0 0 29,100 29,100 29,100

廃止（20年度）
　事業見直しにより、廃止

231 政策
中小企業振興資
金特別会計繰出
金(一般分)

オ 271,907 271,907 36,907 36,907 22,712 22,712 14,195 16,907 16,907

縮減（中企特会繰出金分）
　府の財政状況に鑑み、事業費を縮減

232 政策
中小企業振興資
金特別会計繰出
金(管理回収委託)

オ 18,900 18,900 17,000 17,000 17,000 17,000 0 0 0

継続

233 政策
産業立地賃貸事
業資金貸付金 オ ① 15,692,377 ▲ 78,461 15,249,829 ▲ 76,249 15,249,829 ▲ 76,248 ▲ 1 0 0

継続

234 政策
中心市街地商業
活性化推進事業
費

オ 500,000 0 500,000 0 500,000 0 0 0 0

継続

235 政策
中小企業等金融
新戦略事業費 オ ① 25,000,000 0 25,000,000 0 25,000,000 0 0 0 0

継続



（部局名）　商工労働部　　　
〔一般会計〕 （単位：千円）

一般財源 一般財源A 一般財源Ｂ

番
号

区
分

H20当初〔通年ベース〕H19当初
事業名 旧分類

①出資法人
②市町村
③公の施設

H20本格予算見込額 削減
見込額
Ａ-B

見直しの考え方【大阪府案】
H21
削減
見込額

H22
削減
見込額

236 政策
中小企業成長支
援型融資資金貸
付金

オ ① 17,650,000 0 19,868,000 0 17,043,500 0 0 0 0

継続

237 政策
中小企業一般型
融資資金貸付金 オ ① 12,867,000 0 12,420,000 0 7,863,000 0 0 0 0

継続

238 政策
中小企業チャレン
ジ型融資資金貸
付金

オ ① 8,624,000 0 6,541,000 0 5,609,000 0 0 0 0

継続

239 政策
中小企業サポート
型融資資金貸付
金

オ ① 405,974,000 0 288,484,000 0 293,857,000 0 0 0 0

継続


